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   生駒市立幼稚園預かり保育条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、生駒市立学校設置条例（平成２０年３月生駒市条例第６号

）第２条に規定する幼稚園（以下「幼稚園」という｡)において預かり保育を実

施することにより、園児の健やかな成長を図り、もって保護者の子育てを支援

することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

 (1) 園児 幼稚園に通園する子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「法」という｡)第６条第１項に規定する小学校就学前子どもをい

う。 

 (2) 預かり保育 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第２５条の規定に

より文部科学大臣が定める幼稚園の教育課程に係る教育時間外の時間帯並び

に生駒市立幼稚園規則（昭和４６年２月生駒市教育委員会規則第１号）第３

条第１項第３号に規定する夏期休園日、同項第４号に規定する冬期休園日及

び同項第５号に規定する春期休園日（以下これらを「三期休園日」という｡)

に、保護者が希望するものを対象として園児が在園する幼稚園において行う

教育をいう。 

 （預かり保育の実施） 

第３条 生駒市教育委員会（以下「教育委員会」という｡)は、幼稚園において預

かり保育を実施する。 

２ 預かり保育の実施日及び実施時間は、教育委員会が規則で定める。 

 （利用の届出等） 

第４条 預かり保育の利用の届出の様式等については、教育委員会が規則で定め



る。 

２ 園長は、正当な理由があると認めるときは、預かり保育の利用を中止するこ

とができる。 

 （預かり保育料） 

第５条 預かり保育の利用に係る保育料（以下「保育料」という｡)の額は、必要

に応じ徴収される実費相当額のほか、次の各号に定める利用時間の区分に応じ

当該各号に定める保育料基準により教育委員会が規則で定める額とする。ただ

し、三期休園日において１月の利用日数が１０日を超える場合は、１１日分の

額を超えない範囲で教育委員会が規則で定める額とする。 

 (1) ４時間未満の場合 ３００円 

 (2) ４時間以上６時間未満の場合 ６００円 

 (3) ６時間以上９時間未満の場合 ９００円 

 (4) ９時間以上１１時間未満の場合 １，２００円 

 (5) １１時間の場合 １，５００円 

２ 前項の規定にかかわらず、法第３０条の４第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに係る保育料については、日額４５０円を上限として、既納の保育料を当該

園児の保護者に還付するものとする。ただし、１月につき、その還付の額が１

１，３００円を超える場合には、当該額は１１，３００円とする。 

３ 同一世帯から２人以上の園児の預かり保育が実施されている場合において、

第２子以降の保育料の額は、第１項の規定により教育委員会が規則で定める額

に０．５を乗じて得た額（その額に１０円未満の端数があるときは、これを切

り捨てた額）とする。 

４ 第１項及び前項の規定にかかわらず、生駒市特定教育・保育施設及び特定地

域型保育事業の利用者負担に関する条例（令和元年８月生駒市条例第１４号）

別表備考第９項各号に掲げる世帯に属する園児の保育料は、無償とする。 



 （保護者の責務） 

第６条 預かり保育を利用する場合の園児の送迎は、当該園児の保護者の責任に

おいて行うものとする。 

２ 預かり保育の利用に際し園児が疾病等にかかり、又は疾病等にかかっている

疑いがあるときは、当該園児の保護者は、当該幼稚園の園長の指示に従わなけ

ればならない。 

 （委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、令和２年８月１日から施行する。 


